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Ⅰ はじめに／添加物とその規則

添加物とは、食品の製造の過程において、又
は食品の加工もしくは保存の目的で食品に添加、
混和、浸潤その他の方法によって使用する物を
いう 【食品衛生法 第４条】

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000233

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000233


添加物として指定されるための条件

(1)安全性が実証または確認されるもの
(2)使用により消費者に利点を与えるもの
①食品の製造、加工に必要不可欠
②食品の栄養価を維持させる
③腐敗、変質、その他の化学変化等を防ぐ
④食品を美化し、魅力を増す
⑤その他、

(3)既に指定消費者に利点を与えるされているも
のと比較して、同等以上か別の効果を発揮す
るもの

(4)原則として化学分析等により、その添加を確
認しうるもの

厚生労働省 食品添加物の指定及び使用基準の改正に関する指針



添加物の種類

食品添加物

指定添加物
４７４品目
（リスト化）

既存添加物
３５７品目
（リスト化）

天然香料
基原物質
（約６００品目）

一般飲食物
添加物

（約１００品目）

食衛法第12条に
基づき、厚生労
働大臣が使用を
認めたもの

平成７年の法改
正で、長い食経
験があるものを
例外的に指定プ
ロセスなしで使
用を認めたもの

動植物から
得られる天
然物質で、
着香目的で
使用

一般に飲食に供
されているもの
を添加物として
使用するもの

(令和５年２月末時点)

附則（平成7年5月24日
法律第101号）第二条

食衛法第12条
食衛法第12条



Ⅰ はじめに／添加物とその規則

添加物には、食品衛生法により、次のルールが
定められている
１．使用できる添加物（第十二条）

厚生労働大臣が定めたもの
２．品質や使用量（第十三条）

成分規格、使用基準：告示370号
３．食品への表示（第十九条）

原則、すべて表示(詳細は食品表示基準)

厚労省HP Ｑ１．食品添加物にはどのようなルールがあるのですか？



Ⅱ 添加物はどのように見られてい
る？

アンケート調査より



食品安全委員会 リスクコミュニケーションに関する意識調査報告

男性50歳代、60歳代、女性40歳代、50歳代、60歳代
「添加物が不安」は平均以上



添加物は、安全性が評価された
もの、長い食経験があるとして
国が認めたことを知っている
➡ はい36%、いいえ64％

消費者庁 食品表示に関する消費者意向調査
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食品表示に関する消費者意向調査

36％

男性60代以上、女性50代以上
添加物は安全性が評価された、長い食経
験があると国が認めたこと知っている

消費者庁 食品表示に関する消費者意向調査データより



添加物が不安と感じる理由

• 第２次大戦後の食糧難では量の確保が優先。闇
市で怪しげな酒や甘味料も口にしていたが、経
済の高度成長と共に量的に食が確保されると、
食に対し安全、安心を強く求めるようになった。

• ヒ素混入ミルク事件、PCB混入米ぬか油事件な
ど、所謂、食品公害（イタイイタイ病や水俣
病）が発生。

• AF-2 やチクロ等の食品添加物の発がん性が明
らかになり、今でも食品添加物に対する忌避感
のもととなっている
https://www.shokusan.or.jp/wp-content/uploads/2019/02/116pdf2.pdf

食品産業を取り巻く環境

https://www.shokusan.or.jp/wp-content/uploads/2019/02/116pdf2.pdf


戦後の大規模健康被害
1945

1960

1965

1970

1975

1990
1995 2000 2005 2010 2015 2020

1985

1980

1950

1955

55 スモン事件 整腸薬「キノホルム」による副作用
55 ヒ素ミルク中毒事件 ヒ素による乳児の中毒
56 水俣病 メチル水銀化合物による障害
59 四日市喘息 工場排煙中の粉塵、亜硫酸ガス 気管支炎
60 尼崎喘息 工場排煙や自動車廃棄ガス中のSOｘやＮOｘ
61 サリドマイド事件 サリドマイド製剤の胎児四肢障害

大戦敗戦 食品衛生法 公布

63 韓ジュール中毒事件 缶から300ppmのスズが検出
64 即席めん類による食中毒 含有油脂が酸敗

65 水俣病 メチル水銀化合物による神経疾患、感覚障害
66 ズルチン食中毒 人工甘味料を大量摂取した中毒

73 千葉ニッコー事件 食用油脂に冷媒ジフェニ―ルが混入
00 引地川汚染事件 環境基準の8100倍の

ダイオキシンを検出。影響は僅か
01 BSE 異常プリオンタンパクを含む

飼料を牛が摂取して発症

薬品

食品製造
公害物質
添加物

その他

食品安全委員会 平成17年食品安全確保総合調査報告書

添加物による
被害は２件



消除された添加物
1945

1960

1965

1970

1975

1990
1995 2000 2005 2010 2015 2020

1985

1980

1950

1955

59.12 食用青色101号
大戦敗戦 食品衛生法 公布

65.4 食用赤色１号

66.7 食用赤色4号
66.7 食用赤色5号

65.4 赤食用色101号

66.7 食用だいだい色1号
66.7 食用だいだい色2号

66.7 食用黄色1号
66.7 食用黄色2号

67.1 食用緑色1号

50歳代

60歳代

70歳～

66.7 食用黄色3号

70.5 食用緑色2号

72.12 食用紫色1号
71.2 食用赤色103号

消除とは 公証力を有する帳簿、
台帳等から、記載事項を消してな
くすること。即ち、公定書や食品
衛生法施行規則の別表等から消去
すること

68.7 ズルチン 使用禁止

74.8 AF2 使用禁止

69.10 チクロ 使用禁止

食品衛生法の施行時
（1948）に一斉指定

日本食品化学研究振興財団 食品添加物指定・削除一覧



食品関連事故・事件と年齢

大戦敗戦

食品衛生法

ヒ素ミルク
中毒事件

1955

ズルチン
食中毒
1966

199019801970196019501940

昭 和
2000 2020

食品安全
委員会
2003

食品衛生法
改正

食品衛生法
改正

BSE
2001

2010

原発事故
放射能漏れ

2011

ｽﾓﾝ、ｷﾉﾎﾙﾑ、ﾒﾁﾙ水銀、
亜硫酸ｶﾞｽ、ｻﾘﾄﾞﾏｲﾄﾞ、
ｽｽﾞ、油脂酸敗、ｼﾞﾌｪﾆｰﾙ

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

10

10

10

10

10

10

3020
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70
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着色料14種、甘味
料2種

事故事件＆消除の記憶がある

食品事故

添加物消除

添加物事故



内閣府 身近にある化学物質に関する世論調査

https://survey.gov-online.go.jp/h22/h22-kagakubusshitsu/index.html

https://survey.gov-online.go.jp/h22/h22-kagakubusshitsu/index.html


食品包装の「無添加」
表示を見て不安になる

食品安全委員会 リスクコミュニケーションに関する意識調査報告書

https://www.fsc.go.jp/koukan/riskcomiproblem/chousa.data/riskcommunic
ation.pdf



添加物はどのように見られている？

1. ヒ素混入ミルク中毒（1955）とズルチン中毒
（1966）の記憶 ➡不安

2. 食品衛生法制定時、一斉指定した添加物のな
かより多数の着色料、甘味料が消除された
（1959～1972）記憶 ➡不安

3. 化学物質に対する誤解（添加物の定義に化学
合成品が含まれた） ➡不安

4. 市場で添加物不使用表示の食品が並んでいる
➡不安

➡添加物に対して不安がある



Ⅲ 添加物に対する不安



不安とは

• 心理学では「自己存在を脅かす可能性のある破
局や危険を漠然と予想することに伴う不快な気
分」とされる

• ヒトは700万年前、類人猿と別れ、1万2千年
前に農耕生活を始めるまで、700倍の期間、狩
猟生活を送った。

• 石器時代では、暗闇の中では何が潜んでいるか
分からない、狩猟活動中、何が起こるか分から
ない、その際、不安を感じることで何かがあっ
てもすぐに戦えたり逃げたりすることができ、
人間は命を繋ぐことができた。



安心とは

1. 「不安」の対義語は「安心」
2. 安心とは、気にかかることがなく、心が落ち
着いていること（大辞泉）。

3. 安心を得る方法や得られるレベルは個々人で
異なる
猛犬対処：鎖でつなぐ、檻に入れる
保険加入：基本プラン、オプション付加

➡安心は主観的な判断





http://blog.livedoor.jp/trecca/archives/62579233.html
安心安全という言葉は、いつ頃から国会で多用されるようになったのか

➡添加物に対して使われない

http://blog.livedoor.jp/trecca/archives/62579233.html


Ⅲ-1．1960年前後の事故に起因する不安

1. ヒ素混入ミルク中毒（1955）とズルチン中毒
（1966）の記憶 ➡不安

2. 食品衛生法制定時、一斉指定した添加物のな
かより多数の着色料、甘味料が消除（1959～
1972）された記憶 ➡不安

今の添加物規制（使える添加物、品質と使用
量）で以前のような食中毒は再発しない！？



昭和22年 食品衛生法の制定
・化学的合成品を対象とした指定制度（PL方式）

昭和32年 食品衛生法の改正（昭和30年のヒ素ミルク中毒事件が契機）
・「食品の製造又は加工で使用される物」を添加物と定義
・食品衛生管理者の設置規定、食品添加物公定書の作成規定新設

昭和34年 「食品、添加物等の規格基準」の告示（いわゆる告示370号）
昭和35年 第１版食品添加物公定書の刊行
昭和63年 表示基準の改正（添加物の全面表示）
平成 7年 食品衛生法の改正

・天然添加物を指定制度の対象に規定、既存添加物名簿の告示
平成15年 食品安全基本法の制定、食品安全委員会設置、食品衛生法改正

・リスク評価とリスク管理の分離、既存添加物の消除規定新設
平成21年 消費者庁の設置

・食品表示制度の所轄を消費者庁に一元化

食品衛生法の制定と改正

厚生労働省資料 食品添加物に関する最近の動向



食品衛生法の制定

飲食物其の他物品取締に関する
法律

食
品
衛
生
法

有害着色料取締規則
人工甘味料取締規則
飲食物防腐剤取締規則

明治
33年

昭和20年 大戦敗戦
明治 大正 昭和 平成

昭和22年

1947.12.24

20001990198019701960195019401930192019101900

食品、
添加物、
器具及
び容器
包装の
規格及
び基準

「衛生上危害を生ずるおそれのあるも
の」を挙げて食品への添加を禁止した。

使用不可の添加物リスト＝ネガティブ
リスト（NL）

次々と新規物質が合成されるように
なり、使用不可の物質を指定するネ
ガティブリストでは、時代にそぐわ
なくなった。
使用可能な添加物リスト＝ポジティ
ブリスト（PL）

二十世紀の食品添加物史、食品衛生法



添加物の管理方法

人の健康を損なうおそれのない場合として厚生大臣が定
める場合を除いては、食品の添加物として用いることを
目的とする化学的合成品並びにこれを含む製剤及び食品
は、これを販売し、又は販売の用に供するために、製造
し、加工し、使用し貯蔵し、若しくは陳列してはならな
い 食品衛生法 【第六条】

人の健康を損なうおそれのない場合として厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の
意見を聴いて定める場合を除いては、添加物（天然香料及び一般に食品として飲食
に供されている物であって添加物として使用されるものを除く）並びにこれを含む
製剤及び食品は、これを販売し、又は販売の用に供するために、製造し、輸入し、
加工し、使用し、貯蔵し、若しくは陳列してはならない 現【第十二条】

世界に先駆けて指定
制度を導入



ヒ素混入ミルク中毒

• 1953(昭和28)年から、 M社は原乳を加工しやすくす
るための安定剤として、第二燐酸ソーダを利用

• 当時の食品衛生法規は、食品及び添加物を取締まる指
示や訓令等はあったが、乳製品に対する第二燐酸ソー
ダの使用に関する規制はなかった

• 同品を本格使用する前、試薬一級を使用してきたが、
本格使用にあたって工業用に切替えた

• 1955年4,５と7月に購入した製品は化学的に第二燐酸
ソーダとは異なるものであった。

• 当該品はボーキサイトからアルミニウムをつくる過程
でできた廃棄物。多量のヒ素（重量比4.2ｰ6.3％）な
どの有害物質が含まれていた。

食品安全委員会 平成17年度食品安全確保総合調査報告書

第二燐酸ソーダ ＝ リン酸水素二ナトリウム



ヒ素ミルク中毒事件２

• 当該品には「工業用第二燐酸ソーダ」との不正表示が
貼られていた

• 1954年、ヒ素含有度を示す成分表を添付し、静岡県を
通じ厚生省に問い合わせたが、回答を受領する前にこ
の廃棄物を他社に販売

• 複数回転売・加工される過程で「工業用第二燐酸ソー
ダ」と不正表示され、M社に納品された

• 1955年6～8月 患者数は12,131名にのぼり、明らか
にヒ素中毒と認められた死亡者が130名発生

食品安全委員会 平成17年度食品安全確保総合調査報告書

第二燐酸ソーダ ＝ リン酸水素二ナトリウム



ヒ素混入ミルク中毒の反省点

昭 和 平成

199019801970196019501945

ヒ素ミルク
中毒事件

1955

1947.12.24

食品
衛生法

食品、添加物、
器具及び容器
包装の規格及
び基準

• 第二燐酸ソーダ
添加物PLに収載なく、管理対象外。
規格・基準が作られてなかった

• ミルク製造に購入・使用した物質
不正表示されたヒ素含有量の高い
物質であった

世界初
の安全
評価

・種別で使用を定めた
・品目毎は必要に応じ
て策定

第二燐酸ソーダ
＝ リン酸水素二ナトリウム

二十世紀 日本食品添加物史より



添加物リスト（別表第２収載）
種別 品名 使用できる食品

合成調味料 溶性サッカリン他３品
合成著色料 タール系色素21品

その他著色料３品
合成著香料 脂肪族高級アルコール類他９類

クマリン・誘導体他５品
合成保存料 サリチル酸他６品
合成漂白剤 亜硫酸他３品
合成膨張剤 重炭酸ソーダ他５品
個別指定

添加物
サリチル酸
安息香酸他
パラオキシ安息香酸エチル類
ロダン酢酸エチル
亜硫酸又は次亜硫酸とK、Na塩
銅化合物

清酒、合成清酒、酢 ＊
天然果汁蜜、天然果汁 ＊
清酒、合成清酒、醤油 ＊
醤油 ＊
乾あんず、ゼラチン等 ＊
野菜、果実類、昆布 ＊

＊使用量は略

約6０品

二十世紀 日本食品添加物史



食品衛生法の反省点

1. 食品衛生法（世界初の指定制度の導入）が制
定されたが、危ない（NL時代）添加物の管理
に主眼がおかれていた

2. 管理対象には、成分規格（成分規格と使用基
準）は作られていた一方、管理対象外の物質
には規格基準がなかった➡事件関係者が確認
する術がなかった

3. 高ヒ素含有物質が「第二燐酸ソーダ」として
不正表示され、転売された➡規格基準もなく、
不正表示を見抜けなかった

第二燐酸ソーダ ＝ リン酸水素二ナトリウム



食品衛生法の改正

ヒ素ミルク
中毒事件

1955

1947.12.24 1957.6.11

昭 和 平成

199019801970196019501940

1959.12.28

種別で使用
を定めた。
品目毎は必
要に応じて
策定

99品目 1957.7.31
15品目 1958.2.21

食品
衛生法

食品衛生法
改正

a. 添加物の定義拡大
b. 規格基準の制定
c. 公定書の発行
d. 食品衛生管理者設置

食品、添加物、
器具及び容器
包装の規格及び

基準

食品、添加
物等の
規格基準

公定書

1960.3.15

告示370号

品目毎に使用食品、使用量
を定める。
不要な場合、使用基準を定
めない

二十世紀 日本食品添加物史より



a. 添加物の定義拡大

添加物とは、食品の調味、著色、著香、保存、漂白又は
膨脹その他食品の加工の目的で、食品に添加、混和、浸
潤その他の方法によって使用するものをいう

添加物とは、製造の過程において、又は食品の加工もし
くは保存の目的で食品に添加、混和、浸潤その他の方法
によって使用するものをいう
２ この法律で化学的合成品とは、化学的手段により元
素又は化合物に分解反応以外の化学反応を起させてえら
れた物質をいう 【食品衛生法 第二条】

改正

添加物とは製造の過程において、又は食品の加工もしくは保存の目的で食品に添加、混和、浸潤
その他の方法によって使用するものをいう 現【食品衛生法 第四条】
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食品衛生法の改正

ヒ素混入
ミルク
中毒

食品衛生法の改正

添加物の全面表示
国際汎用添加物

全てリスク評価
既存添加物の設置

化学合成品、天然品を同等扱い
欧米・JECFA

・添加物は少ないこと
が良いことでない

・管理対象として、規
格基準がされている
ことが大切

二十世紀 日本食品添加物史より



b. 添加物の規格・基準の制定

厚生大臣は、公衆衛生の見地から、販売の用に供し、若
しくは営業上使用する器具若しくは容器包装若しくはこ
れらの原材料につき規格を定め、又は、これらの製造方
法につき基準を定めることができる。
２ 略
厚生大臣は、公衆衛生の見地から、販売の用に供する食
品若しくは添加物又は前条第一項の規定により規格若し
くは基準が定められた器具若しくは容器包装の標示につ
き、必要な基準を定めることができる
２ 略 【食品衛生法 第十一条】

改正

厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、販売の用に供す
る食品若しくは添加物の製造、加工、使用、調理若しくは保存の方法につき基準を定め、又は販
売の用に供する食品若しくは添加物の成分につき規格を定めることができる
 ２ 略 現【食品衛生法 第十三条】





358回の改正



c. 添加物公定書の発刊

販売の用に供する食品又は添加物につき、乳幼児用、病
者用その他特別の用途に適する旨の標示をしようとする
者は、厚生大臣の許可を受けなればならない

厚生大臣は、食品添加物公定書を作成し、第七条第一項
の規定により基準又は規格が定められた添加物及び第十
一条第一項の規定により基準が定められた添加物につき
当該基準及び規格を収載するものとする

【食品衛生法 第十三条】

改正

厚生労働大臣及び内閣総理大臣は、食品添加物公定書を作成し、第十三条第一項の規定により基
準又は規格が定められた添加物及び食品表示法第四条第一項の規定により基準が定められた添加
物につき当該基準及び規格を収載するものとする。 現【食品衛生法 第二十一条】



第一版 添加物公定書





添加物の純度と
不純物(種類と量)
を規定➡規格不適
合品は流通不可
（違反）



使用基準(対象食
品と添加量/残存
量を規定)➡安全
の確保



d. 食品衛生管理者の設置

第十七条第一項に規定する当該官吏吏員の職権及び食品
衛生に関する指導の職務を行わせるために、国及び都道
府県に食品衛生監視員を置く

２ 乳製品、化学的合成品たる添加物その他製造又は加
工の過程において特に衛生上の考慮を必要とする食品又
は添加物であって政令で定めるものの製造又は加工を行
う営業者は、その製造又は加工を衛生的に管理させるた
め、その施設ごとに、専任の食品衛生管理者を置かなけ
ればならない【食品衛生法 第十九条】
乳製品、第十二条の規定により厚生労働大臣が定めた添加物その他製造又は加工の過程において
特に衛生上の考慮を必要とする食品又は添加物であつて政令で定めるものの製造又は加工を行う
営業者は、その製造又は加工を衛生的に管理させるため、その施設ごとに、専任の食品衛生管理
者を置かなければならない 現【食品衛生法 第八十四条】

改正



法改正（1966）～現在

食品、
添加物、
器具及び
容器包装
の規格及
び基準

1950 1970 1980 1990 2000 2010 2020 20301940

明治 大正 昭和 平成

1960.3.15

食品、添加物等の規格基準
(告示370号）

1959.12.15

1947.12.24 1957.6.11

食 品 衛 生 法

令和

一
版

九
版

二
版

三
版

四
判

五
版

七
版

八
版

六
版

公定書

1960

ヒ素混入
ミルク事件

1955

法改正(規格基準制定、食品衛
生管理者配置など)後は、添加
物に起因する事故は発生して
いない

食衛法定制定

二十世紀 日本食品添加物史より



添加物規制・海外との比較

添加物定義 成分規格 使用基準 その他

内容
添加物の範囲を

規定
添加物の品質
（純度・不純
物）を規定

添加物の使い方
（使える食品と
添加量）を規定

日本 食品衛生法
第四条

公定書
(告示370号)

公定書
(告示370号)

既存添
加物

コーデッ
クス

CXS 192-1995
(GSFA)

JECFA規格 CXS 192-1995
(GSFA)

栄養成
分は別

米国 21CFR§170.3 FCC 21CFRの各§ GRAS

EU 規則No 1333/
2008

規則No 231/
2012

規則No 1333/
2008

栄養成
分は別

中国 GB 2760-2014 個別GB GB 2760-2014 ー

FCC：Food Chemical Codex



法改正（1966）～現在

食品、
添加物、
器具及び
容器包装
の規格及
び基準

1950 1970 1980 1990 2000 2010 2020 20301940

明治 大正 昭和 平成

1960.3.15

食品、添加物等の規格基準
(告示370号）

1959.12.15

1947.12.24 1957.6.11

食 品 衛 生 法

令和

一
版

九
版

二
版

三
版

四
判

五
版

七
版

八
版

六
版

公定書

1960

ズルチン
事件
1966

ヒ素混入
ミルク事件

1955

法改正(規格基準制定、食品衛
生管理者配置など)後は、添加
物に起因する事故は発生して
いない

食衛法定制定

二十世紀 日本食品添加物史より



添加物規制の課題：ズルチン食中毒

• 食品衛生法施行(S23)に際し、甘味料として指定。戦
後の砂糖不足の時、一般家庭でも使用された。

• 1966年7月3日、島根県安来市の農家にて朝8時30分
頃、「しろみて」で自家製「あんつけ餅」とバレイ
ショ等を家族等7名が食べた。

• 約30分後、6名が、頭痛、嘔吐、手足のしびれを訴え、
うち1名(老婆73才)はかなり重篤であった。

• 前日来、重篤であった老婆は、意識不明、昏睡、呼吸
困難などあり、翌４日午前に死亡。他の患者はその後、
快方に向かった。

食衛誌 Vol. 10, No. 2, 112-113（1969)

・しろみて：田植が全部済んだ後の祝い、・あんつけ餅：蒸した米
粉の団子に餡をまぶしたおはぎ様のもの



ズルチン食中毒

• 調査の結果、ズルチンの500g容器が発見された。
• 検体について分析した結果、「あんつけ餅」から

10.75％、餅の粉から2.33％、吐物から3.21％、死者
胃内容物50gから7.88％のズルチンが検出された。

• ズルチンは濃度が高くなっても、甘味度の変化は少な
い。本事件は、平素から多量にズルチンを使用する習
慣があり、誤って多量に使い過ぎたためと考えられた。

補足 ズルチンは公定書１、２版に収載されるも、使用
基準はない。1968年７月に消除。。

千葉大学教育部研究紀要 第31巻 第２部



第一版 食品添加物公定書



99品目 1957.7.31

添加物規制の課題

昭 和 平成

199019801970196019501940

ヒ素ミルク
中毒事件

1955

食品
衛生法

1947.12.24 1957.6.11

食品、添加物
等の規格基準

1959.12.28

公定書

1960.3.15

品目毎に使用食品、使用量
を定める。
不要な場合、使用基準を定
めない

告示370号「種別」で使用
を定める。品目
毎は必要に応じ

15品目 1958.2.21

食品、添加物、
器具及び容器包
装の規格及び基

準

食品衛生法
改正

ズルチン
食中毒
1966

使用基準に
全添加物が収載
されていない

二十世紀 日本食品添加物史より



Ⅲ-２．化学物質に対する誤解、不安

3. 化学物質に対する誤解（添加物の定義に化学
合成品が含まれた） ➡不安

4. 市場で添加物不使用表示の食品が並んでいる
➡不安

・添加物という響きが自然でない
・合成物と天然物とに違いを感じる
・植物由来天然物 「植物」が持つ自然を想起
させるイメージを持つ



添加物と云う響きが自然でない

添加物は、世界中で同じ表現
中国：食品添加剤
台湾：食品添加物
米国＆英国：Food Additives
独国：Lebensmittelzusatzstoff
仏国：Additif alimentaire
伊太利：Additivo alimentare
西班牙：Aditivo alimentario



明治 大正 昭和 平成

添加物規制は合成品の管理
1950 1970 1980 1990 2000 2010 2020 20301940 1960

令和

食品、
添加物、
器具及び
容器包装
の規格及
び基準

1960.3.15

食品、添加物等の規格基準 (告示370号）
1959.12.15

1947.12.24 1957.6.11

一
版

九
版

二
版

三
版

四
判

五
版

七
版

八
版

六
版

公定書

1995.6.11

食 品 衛 生 法

指定添加物（評価／表示）合成品 76年

食衛法定
改 正

表示天然添加物天然物

表示基準の改正添加物規制は合成品が対象

二十世紀 日本食品添加物史より



合成品に対する誤解

1. 「天然品は安全」、「化学合成品は危な
い」は誤解：天然物には毒を含む物がある

2. 「化学合成品」には、天然品と同じ構造の物
質がある：全てが危険なわけではない

3. 自然界に存在しない構造の物質を合成した場
合、人が摂取する際には、事前に安全性確認
が行われ、安全が確認されたものしか流通・
摂取できない：食品衛生法第十二条

4. 植物由来は必ずしも安全ではない：動けない
分、自己防御物質を生産している



植物由来の抗菌活性物質

• 植物は危険回避のため動いて避けることができ
ない。病原菌の感染に対して、防御物質を作り
対処する

• 植物病原菌は真菌が多く、真菌は我々人間と同
じ真核生物であるため，その作用点によっては
人間に対しても毒性を示す
※ファイトアレキシン 病原菌感染後に発現する誘導
性の防御物質

※ファイトアンティシピン 感染前から蓄積されてい
る構成的な防御物質



不合理的な恐怖か妥当
な懸念か? リスクを大
局的に見る

欧州委員会：健康・
消費者保護庁長官

ただ怖がる（感情
的）のではなく、
理性的に考える

ただ怖がるので
はなく、理性的に
確認していく



昭和22年 食品衛生法の制定
・化学的合成品を対象とした指定制度（PL方式）

昭和32年 食品衛生法の改正（昭和30年のヒ素ミルク中毒事件が契機）
・「食品の製造又は加工で使用される物」を添加物と定義
・食品衛生管理者の設置規定、食品添加物公定書の作成規定新設

昭和34年 「食品、添加物等の規格基準」の告示（いわゆる告示370号）
昭和35年 第１版食品添加物公定書の刊行
昭和63年 表示基準の改正（添加物の全面表示）
平成 7年 食品衛生法の改正

・天然添加物を指定制度の対象に規定、既存添加物名簿の告示
平成15年 食品安全基本法の制定、食品安全委員会設置、食品衛生法改正

・リスク評価とリスク管理の分離、既存添加物の消除規定新設
平成21年 消費者庁の設置

・食品表示制度の所轄を消費者庁に一元化

天然由来物が追加された

厚生労働省資料 食品添加物に関する最近の動向



明治 大正 昭和 平成

天然由来物の歴史（28年）
1950 1970 1980 1990 2000 2010 2020 20301940 1960

令和

食品、
添加物、
器具及び
容器包装
の規格及
び基準

1960.3.15

食品、添加物等の規格基準 (告示370号）
1959.12.15

1947.12.24 1957.6.11

一
版

九
版

二
版

三
版

四
判

五
版

七
版

八
版

六
版

公定書

1995.6.11

食 品 衛 生 法

一
版

二
版

三
版

四
版

五
版

自主基準

28年
表示基準の改正

食衛法定
改 正

天然・合成を
問わずリスク
評価を受け指定

指定添加物（評価／表示）合成品 76年

添加物規制は合成品が対象

既存添加物表示天然添加物天然物

指定添加物（天然）

二十世紀 日本食品添加物史より



添加物の種類

食品添加物

指定添加物
４７４品目
（リスト化）

既存添加物
３５７品目
（リスト化）

天然香料
基原物質
（約６００品目）

一般飲食物
添加物

（約１００品目）

食衛法第12条に
基づき、厚生労
働大臣が使用を
認めたもの

平成７年の法改
正で、長い食経
験があるものを
例外的に指定プ
ロセスなしで使
用を認めたもの

動植物から
得られる天
然物質で、
着香目的で
使用

一般に飲食に供
されているもの
を添加物として
使用するもの

(令和５年２月末時点)

附則（平成7年5月24日
法律第101号）第二条

食衛法第12条
食衛法第12条



Ⅳ 本日のまとめ

1. 食品衛生法 1947年 世界に先駆け、添加
物の安全評価制の導入（NPからPLへ）

2. 添加物管理の改正 ヒ素混入ミルク事件の反
省で①管理対象の拡大、②規格・基準の設定、
③公定書発刊、④食品衛生管理者の設置

3. 添加物 化学合成品からスタートするも、合
成品の悪いイメージが先行。「ただ恐怖す
る」から「緊張感のあるチェック」が重要



食品包装の「無添加」
表示を見て不安になる

食品安全委員会 リスクコミュニケーションに関する意識調査報告書

https://www.fsc.go.jp/koukan/riskcomiproblem/chousa.data/riskcommunic
ation.pdf



真実な文言でも消費者を誤認させる
ものは不可。例：商品に、free of
synthetic vitamins, contains no
synthetic vitaminsと表示し、消費
者が合成ビタミンは好ましくないと
受け取り、合成ビタミンを含まない
商品が勝っていると解釈したら、誤
認となる。



添加物不使用表示に対する規制
一般成分（含、添加物） 栄養成分（Na、糖、熱量）

日本 無添加表示の掲載ルール／なし（業界・事業者の判断）
以前の食品表示Q&A、添加物と栄養成分とが混同された

UN 真実だが、消費者誤認を招く表示は対策が必要
コーデッ
クス

消費者誤認を避ける条件を
設定／CXS 1-1985

消費者誤認を避ける条件を
設定／CXG 23-1997

EU/英国
消費者誤認を避ける条件を
設定／規則no 1169/2012の
36章 NL、Bは独自規制

消費者誤認を避ける条件を
設定／規則no 1924/2006

米国
「真実」で「消費者誤認を
招かない」公取委。FDAは
品目に判断

栄養成分表示／Front-of-
Package栄養評価システムと
記号（Phase１報告書）



添加物不使用表示の課題

• 2019年 消費者庁検討会にて、消費者と業者
双方から無添加表示は問題と指摘

• 2021年 「添加物不使用表示に関するガイド
ライン」を策定（翌2022年3月30日公表）

• ガイドラインにおいて、一般成分と栄養成分の
表示を分離 ⇒経過措置期間終了後に期待！

https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/food_labeling_act/assets/food_lab
eling_cms201_220330_25.pdf

https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/food_labeling_act/assets/food_labeling_cms201_220330_25.pdf
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